
津市多面的機能支払交付金交付要綱 

 

平成２９年３月３１日訓第５８号  

 

改正 令和２年３月１０日訓第２号 

改正 令和７年５月１３日訓第４３号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、農業及び農村の有する多面的機能の維持及び発揮を図り、

地域の共同活動に係る支援を行うため、多面的機能支払交付金実施要綱（平

成２６年４月１日付け２５農振第２２５４号農林水産事務次官依命通知。以

下「実施要綱」という。）、多面的機能支払交付金実施要領（平成２６年４

月１日付け２５農振第２２５５号農林水産省農村振興局長通知。以下「実施

要領」という。）及び津市補助金等交付規則（平成１８年津市規則第４４号。

以下「規則」という。）に基づき交付金を交付することに関し必要な事項を

定めるものとする。 

（名称） 

第２条 前条の交付金は、「多面的機能支払交付金」（以下「交付金」という。） 

と称する。 

（交付の対象） 

第３条 交付金は、実施要綱及び実施要領に基づき事業計画の認定を受けた対

象組織（実施要綱別紙１の第２又は別紙２の第２の対象組織をいう。以下

「対象組織」という。）であって、本市の区域内における農用地区域（農業

振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第８条第２項第１

号の規定に基づき津市農業振興地域整備計画において定められた農用地区域

をいう。）に存する農用地（以下「交付対象農地」という。）において実施

要綱別紙１の第４及び別紙２の第４に掲げる活動（事業計画の認定を受けた 

日の属する年度の４月１日以降に実施した活動をいう。以下「活動」という。）

を行うものに対し、これを交付するものとする。 

 （交付金の額） 

第４条 交付金は、活動の種類に応じ、別表に掲げる額を限度とし、予算で定

める範囲内において、これを交付するものとする。 

 （実績の報告） 



第５条 規則第１２条の規定による実績報告書（規則第６号様式）の提出は、

交付対象活動が完了した日から起算して３０日を経過した日又は交付金の交

付の決定に係る会計年度が終了する日のいずれか早い日までに、これを行わ

なければならない。 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この訓は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月１０日訓第２号） 

１ この訓は、令和２年３月１１日から施行する。 

２ 改正後の津市多面的機能支払交付金交付要綱の規定は、令和元年度以後の

多面的機能支払交付金について適用する。 

   附 則（令和７年５月１３日訓第４３号） 

この訓は、決裁の日から施行し、令和７年４月１日以後に実施した活動に係 

る交付金について適用する。 

 

  



別表（第４条関係） 

 １ 農地維持活動 

地目 １０アール当たりの交付単価 

田 ３，０００円 

畑 ２，０００円 

草地 ２５０円 

 

２ 資源向上活動 

区分 地目 １０アール当たりの交付単価 

資源向上活動（共同） 

田 ２，４００円 

畑 １，４４０円 

草地 ２４０円 

資源向上活動（長寿命化） 

田 ４，４００円 

畑 ２，０００円 

草地 ４００円 

備考 

１ 実施要綱別紙２の第６の２⑴のウのａに掲げる多面的機能の更なる増

進に向けた活動への支援に該当する場合は、田にあっては交付単価に４

００円を、畑にあっては交付単価に２４０円を、草地にあっては交付単

価に４０円をそれぞれ加算する。 

２ 実施要綱別紙２の第６の２⑴のウの c に掲げる水田の雨水貯留機能の

強化（田んぼダム）を推進する活動への支援に該当する場合は、田の交

付単価に４００円を加算する。 

３ 実施要綱別紙２の第６の２⑴のウの d に掲げる環境負荷低減の取組へ

の支援に該当する場合は、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ

同表の右欄に定める額を加算する。  

区分 １０アール当たりの加算額 

長期中干し ８００円 

冬期湛水 ４，０００円 

夏期湛水 ８，０００円 

中干し延期 ３，０００円 

江の設置等 作溝実施 ４，０００円 



作溝未実施 ３，０００円 

４ 実施要綱別紙２の第６の２⑶のアに掲げる組織の広域化・体制強化に

該当する場合は、１対象組織につき１回限り４００，０００円を加算す

る。 

５ 資源向上活動（共同）について、当該資源向上活動（共同）を５年間

以上実施した交付対象農地又は資源向上活動（長寿命化）の交付対象農

地において行う場合は、交付単価に４分の３を乗じて得た額とする。 

６ 資源向上活動（共同）において、多面的機能の増進を図る活動に取り

組まない場合は、交付単価の額に６分の５を乗じて得た額とする。 

７ 資源向上活動（長寿命化）において、直営施工を実施しない対象組織

については、交付単価の額に６分の５を乗じて得た額とする。 

８ 資源向上活動（長寿命化）において、実施要綱別紙５の第３に定める

要件を満たさない対象組織については、交付単価の額（交付単価の額に

減額割合を乗じる場合にあっては、当該減額をして得た額）にそれぞれ

該当する交付対象農用地の面積に乗じて得た額の合計額又は保全管理す

る区域内に存在する集落数に２００万円を乗じて得た額のいずれか少な

い額とする。 

 


